
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

－達成2回2回－

ガイドライン検討委

員会の開催

60%－－－39.9%登山計画書提出率

○11月定例会に上程した長野県登山安全条例の周知、安全登山のための注意喚起、信州の山の魅力の情報発信の広報を実施

　する。

○長野県登山安全条例に基づく「登山を安全に楽しむためのガイドライン」の策定に当たり、有識者からなる検討委員会を

　開催する。（ガイドライン策定時期：平成28年度前半を予定）

Ｈ27
H28

目標

H26末

（実績）
目標 成果 達成状況

250件

以下

270人

以下

414 2,282

－ － 37,806

－ 1,063

－ － 7,665

合計 0 1,284

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績

260件

以下

261件 未達成272件

達成301人

280人

以下

280人

54,731

項目

遭難件数

遭難人数

登山を安全に楽しむための

ガイドラインの検討

直接

54,731

合計（A) 0

登山ポスト回収事務費等補助金 補助・直接

54,731

成果目標・

事業内容

事業番号 ０８ ０１ 12 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 安全登山普及推進事業費安全登山普及推進事業費安全登山普及推進事業費安全登山普及推進事業費
担

当

課

部局 観光部

課・室 山岳高原観光課

1　選ばれる観光地づくり 実施期間 H27 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）

【左記の説明、根拠法令等】

○長野県登山安全条例

○登山の安全対策は、市町村や山岳遭難防止対策協会等の山岳関係者等と一体となった

　取り組みが不可欠である。

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－２　強みを活かした観光の振興

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 今後実施予定

○長野県登山安全条例を制定することにより、日本を代表する山岳県にふさわしい登山の安全対策を総合的に推進する。

○登山者の長野県への来訪及び滞在を促進する。

○平成26年の長野県内の登山者数は約７１万人

○平成26年の遭難件数は272件、遭難者数は３０１人　平成25年より減少したが、過去2番目の多さである。

○県、警察、市町村、山小屋関係者等が協力し、登山者に対し安全登山のための注意喚起を実施

○県、市町村、観光協会等が協力し、山の魅力の情報発信を実施

H27 H28

（当初） （決算） （当初）

条例の内容、安全な登山の

啓発、山の魅力の周知

直接

・ポスター、リーフレットを作成し関係機関に配布した。

・登山専門サイトへのバナー広告を掲載した。

0 870 5,915

登山計画書の提出環境の整備 直接 －

登山を安全に楽しむためのガイドライン策定検討委員

会を２回開催した。

0

登山口看板設置 直接

27年度27年度27年度27年度 28年度 成果目標の達成状況

当初予算

補正予算 1,284

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの

財源

0 1,284

概　算

人件費

1.00 1.00

0

1,284

1,284 54,731

8,276

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　平成27年12月に成立した登山安全条例の周知や安全な登山の啓発を重点的に行っていく。

　平成28年７月１日から登山計画書の提出義務化が施行されるのに合わせ、登山計画書の受入体制の整備や、登山計画書を提出しやす

くするための環境を整備していく。

目標に対

する成果

の状況

　長野県内で発生した遭難件数及び遭難者数は２年連続で減少しているが、中高年登山者による遭難の増加のため、遭難件数について

は目標を達成できなかった。

　登山安全条例に基づく登山を安全に楽しむためのガイドライン策定検討委員会については、計画通り開催することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 9,560 63,007

0 8,276
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額

前年度繰越


